
令和４年度事業計画 
 

Ⅰ 基本的考え方 
  

本県では、中央共同募金会 70年答申に基づく推進方策を含め、令和元年度から 5か年行動計画とな

る第 3期「赤い羽根アクションプランいわて 2019～2023」について、具体的な事業及び数値目標を達

成できるよう取組を進めている。 

現在、少子高齢化が進み、経済的な困窮や地域での孤立など住民の生活課題が多様化している中、

長引く新型コロナウイルス感染症の影響が様々な生活課題をより深刻化させており、課題解決のため

の地域福祉活動を支える民間財源として共同募金への期待が高まっていることから、本会及び市町村

共同募金委員会が連携して更なる募金運動を推進する。 

また、毎年、全国各地で大規模な災害が発生しており、共同募金災害支援制度による災害ボランテ

ィアセンターの運営支援や、被災地の復旧・復興と被災者支援のため災害義援金の募集について、関

係機関・団体と協調して実施する。 

あわせて、組織運営や業務体制について基盤強化を行うとともに、寄付者である住民・企業・団体

に共同募金運動について理解と共感を得られるよう、広報活動や募金使途の報告について、積極的に

取り組むこととする。 

 

Ⅱ 重点事業 

 

 １ 第 3期の赤い羽根アクションプランいわての着実な推進 

(１) 地域で社会の生活課題に取り組む市民・団体への積極的な支援 

誰もが住み慣れた地域で安心して生活できるよう、住民が主体となった地域づくり・福祉のま

ちづくりの活動を積極的に支援する。  

(２) 新たな募金手法を積極的に取り入れた募金の増額 

企業など新たなパートナーと協働した新しい募金手法を取り入れ、募金の増額に取り組む。 

  (３) 組織の透明性を確保し、組織運営の強化を推進 

市町村共同募金委員会と連携し、住民への分かりやすい広報啓発、透明性のある募金会（委員

会）運営を進める。 

(４)  現行事業の見直しを積極的に推進 

    積極的に資金ニーズの把握と現行事業の見直し、市町村共同募金委員会の訪問支援の強化を

進める。 

     また、第３期「赤い羽根アクションプランいわて」の４年目の推進状況の確認及び次期赤い羽

根アクションプランの見直しに向けて、共同募金運動研究委員会を開催する。 

  (５) 令和４年度赤い羽根 ポスト・コロナ（新型感染症）社会に向けた福祉活動応援キャンペーン

の推進 

     中央共同募金会と協働し、コロナ発生後の社会における福祉活動、民間の相談支援活動等に支

援を行うため、募金及び助成に取り組む。 

 

２ 被災地復興支援と大規模災害への対応 

(１)  東日本大震災被災者への支援 

県内では全ての災害公営住宅が完成し、新たなコミュニティの形成が進む中、被災地住民の支

援を行う団体の活動を支援するため、引き続き「被災地住民支え合い活動助成」を実施する。 

(２) 大規模災害への備え  

     大規模な災害が発生した場合、災害ボランティア等支援者の受入れを行う災害ボランティアセ



ンター等の運営に要する経費助成を目的とした災害等準備金の積立てを行う。 

Ⅲ 事業計画 
 

１ 第３期「赤い羽根アクションプランいわて」の推進 

(１) 地域で社会の生活課題に取り組む住民・団体への積極的な支援 

基本方策 事業概要 単年度指標 

① じぶんの町を良くする

活動を積極的に支援 

ア 市町村における一般公募助成の積極

的導入 

○一般公募導入市町村３

増 

イ 市町村審査委員会での地域福祉活動

費助成の評価を含む機能強化 

○審査委員会設置市町村

１増 

○審査委員会開催市町村

２増 

② 地域の生活課題解決に

向けた取組をテーマ型募

金の活用による積極的な

支援 

ア  テーマ型募金参加団体の拡大と沿

岸市町村を含めた県域の生活課題を解

決する事業の支援 

○（県）地域の生活課題

の解決をテーマとする募

金を推進 

 

(２) 新たな募金手法を積極的に取り入れた募金の増額 

基本方策 事業概要 単年度指標 

① 寄付者が選択可能な新

たな募金手法の開拓を推

進 

ア 赤い羽根自動販売機の設置促進 ○設置市町村１増、台数

５台増 

イ 寄付金付き商品の積極的開発 ○寄付金付き商品取組市

町村３増 

ウ 県域・市町村域での赤い羽根サポー

ターの依頼先の拡充 

○新たなサポーター１増 

 

エ 市町村・広域単位でのイベント募金・

法人募金の積極的推進 

○実施市町村１増 

オ 物品寄付、遺贈、香典返し、インタ

ーネット募金等新たな募金の開拓 

○(県・市町村)インター

ネット募金の取組の拡大 

カ 募金目標額の設定 ○前年度実績額の１％以

上増の設定 

キ 受配施設等による助成報告会への企

業等の参加促進と交流会等への発展開

催 

○助成報告会を試行開催 

 

ク 令和４年度赤い羽根 ポスト・コロ

ナ（新型感染症）社会に向けた福祉活

動応援全国キャンペーンの募金の取組 

○（県）中央共同募金会

と協働し募金を推進 

② 助成と寄付の循環の仕 

組みづくりに向けた広報 

活動の強化 

ア ピンバッジ等新たな募金資材を導入

した使途の分かりやすい募金手法の拡

大 

○（県）新規バッジ作成 

○開発市町村２増 

イ 県・市町村で助成結果を周知する広

報活動の強化 

○単独チラシ作成市町村

１増 

ウ ありがとうが見える募金運動の推進 ○助成団体依頼市町村２

増 



 

（３) 組織の透明性を確保し、組織運営の強化を推進 

基本方策 事業概要 単年度指標 

① 市町村共同募金委員会 

の運営を積極的に支援 

し、募金に理解と賛同を 

得られる組織の構築 

ア 県共募による広域単位の市町村共同

募金委員会担当者研修の実施 

○（県）市町村職員研修

会実施：３回 

イ 市町村共同募金委員会担当職員の育

成 

○（県）赤い羽根全国ミ

ーティング(ハイブリッド

形式)への参加促進、市町

村業務自主点検の実施及

び市町村訪問【新規】 

② 社会福祉協議会、NPO、 

住民団体、企業・団体と 

の積極的な連携と協働 

ア 助成を受ける団体と助成する側が一

堂に会する助成活動報告会の実施 

○助成報告会実施市町村

３増 

イ 企業･団体への職場募金取組の働き

かけと児童生徒に対する福祉教育の一

環とした共同募金の醸成 

○広域又は市町村単位実

施検討 

ウ 社会福祉協議会による地域福祉活動

との協働を推進 

○情報交換実施市町村３

増 

エ 赤い羽根 3.11 いわて沿岸地域応援

募金のつながりを生かした継続的な取

組の推進 

○（県）地域の生活課題

の解決をテーマとする募

金を推進 

 

(４) 現行事業の見直しを積極的に推進 

基本方策 事業概要 内容 

各種助成、研修体系、歳末

たすけあい運動の見直しを

推進 

ア 地域歳末たすけあい助成等、各種助

成の見直し 

○福祉のまちづくり支援

事業の推進 

イ 募金ボランティア等に対する研修内

容の見直し 

○市町村職員研修会で意

見交換 

ウ 助成評価のための指標の作成及び審

査基準の見直し 

○市町村職員研修会で意

見交換 

エ 会計処理システムの効率化を含む見

直し 

○(県・市町村)新たな会計

システムの導入による効

率的な会計処理の実施 

 

(５) アクションプランの進捗確認 

基本方策 事業概要 

共同募金運動研究委員会 

の開催 

「赤い羽根アクションプランいわて 2019～2023」の進捗状況の確

認及び次期赤い羽根アクションプランいわての見直しに向けて開催 

 

２ 被災地の復興支援と大規模災害への対応 

(１)  東日本大震災被災者への支援の取組 

基本方策 事業概要 

中央共同募金会委託事業の被災地住 

民支え合い活動助成制度の実施  

ア 被災地で必要な住民活動に活用できるよう助成 

イ 助成審査業務の効率化と迅速化 

 



 (２) 大規模災害への対応、支援  

 基本方策 事業概要 

① 災害義援金の募集 ア 県民への広報活動 

イ 市町村共募への周知及び連携 

② 災害等準備金の積立及び支援実施 ア 災害等準備金の積立（募金実績の３％） 

イ 災害時における災害支援制度の実施 

③ 災害見舞金の交付  火災や風水害の被災世帯等へ見舞金を交付 

 

３ 広報活動の推進の取組 

基本方策 事業概要 

① 共同募金に関する情報の発信 ア 県民へ周知するためホームページを使った情報発信 

イ 全戸配布チラシ、県社協広報紙を活用した情報発信 

ウ 中央共同募金会の「はねっと」を活用する情報発信 

② 報道機関等への情報提供・要請 報道機関、市町村、関係機関等の広報媒体で情報発信 

③ 福祉教育との連携 学校募金運動を通じた福祉教育を推進 

④ 助成を受けた団体による使途明示 助成施設・団体が共同募金受配標識を掲示し使途を明示 

 

４ 民間社会福祉資金助成事業の募集と協力への取組  

基本方策 事業概要 

 民間助成団体の社会福祉活動に対す 

る助成事業を周知し、審査・推薦する 

ア 中央競馬馬主社会福祉財団助成事業の募集・推薦 

イ 車両競技公益資金記念財団助成事業の募集・推薦 

ウ その他助成金の情報提供 

 

５ 助成を実施するための取組  

基本方策 事業概要 

①  助成事業の周知及び調査  

 施設整備及び地域福祉活動を推進

するため、各種助成事業を募集 

ア 施設整備 

イ 地域福祉活動事業 

ウ 福祉のまちづくり支援事業 

エ 生活課題解決支援事業 

オ 令和４年度赤い羽根 ポスト・コロナ（新型感染症）

社会に向けた福祉活動応援全国キャンペーン 

②  助成計画の策定及び募金目標額の

設定  

ア 配分委員会開催 ７月、２月 

イ 必要とされる事業実施のための目標額設定  

 

６ 募金運動 

基本方策 事業概要 

運動期間の開始を周知し、各募金運

動を広く県民に呼びかけるほか、多様

な募金方法を展開   

  

ア 運動開始行事の開催 10月１日 

イ 一般【赤い羽根】募金運動 10月１日～12月 31日 

ウ 地域歳末たすけあい運動 12月１日～12月 31日 

エ 県主唱歳末たすけあい運動 12月１日～12月 25日 

オ テーマ型募金運動 １月１日～３月 31日 



 

７ 岩手県社会福祉大会の実施 

基本方策 事業概要 

 岩手県社会福祉協議会等と共催 10月 28日に岩手県民会館において第 75回岩手県社会福 

祉大会を開催し、共募金運動功労者を顕彰 

 

 

８ 顕彰の実施 

基本方策 事業概要 

 共同募金運動に功績のある個人・団 

体及び高額寄付者に対する顕彰の実施 

共同募金運動の推進に功績のある個人・団体及び高額寄 

付者へ表彰状又は感謝状を贈呈 

紺綬褒章該当者の上申や厚生労働大臣感謝状候補者及

び中央共同募金会会長表彰候補者を推薦 

 

９ 法人の運営  

基本方策 事業概要 

① 法人の運営 ア 理事会の開催  ６月、７月、３月 

イ 評議員会の開催 定時６月、７月、３月 

ウ 出納調査  ８月、１１月、２月、決算監査５月 

② 中央共同募金会との連携 ア 評議員会への出席 ６月、３月 

イ 都道府県共募常務理事・事務局長会議(年２回)への出席 

ウ 第 11 回赤い羽根全国ミーティング(ハイブリッド形式)へ

の参加 

③ ブロック等関係機関との連携 ア ブロック社協・共募事務局合同会議(北海道)への参加 

イ ブロック共同募金会主幹職員連絡会議の開催（担当県） 

 

 

 

 


